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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

         回次   
第37期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第38期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第37期

        会計期間   
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日 

自平成22年４月１日 
至平成22年６月30日 

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日 

売上高 （千円）  11,473,925  14,243,529  48,614,537

経常利益 （千円）  640,967  726,617  2,118,520

四半期（当期）純利益 （千円）  380,675  327,414  1,237,762

純資産額 （千円）  14,429,735  15,301,990  15,051,801

総資産額 （千円）  47,607,051  50,138,292  50,362,063

１株当たり純資産額 （円）  449.58  476.84  469.02

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額 
（円）  11.90  10.23  38.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  30.2  30.4  29.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円）  240,265  △702,162  446,388

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円）  △24,086  △299,584  △183,346

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円）  △1,321,878  △607,181  24,378

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（千円）  5,441,927  5,226,118  6,835,046

従業員数 （人）  368  377  361

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】



(1）連結会社の状況                                 平成22年６月30日現在

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

 ２．臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

(2）提出会社の状況                                 平成22年６月30日現在

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数は［ ］内に当第１四半期

会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

（1）販売実績（事業別連結売上高） 

 当第１四半期連結会計期間及び前第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次の

とおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

２．住宅流通事業セグメントの「土地販売等」は、土地販売及び仲介手数料収入であります。  

３．土地有効活用事業セグメントの「賃貸住宅等建築請負」の前第１四半期連結会計期間に係る売上高には工事

進行基準によるもの50,442千円を含み、当第１四半期連結会計期間の売上高は、すべて工事進行基準による

ものであります。 

４．その他は、住宅建替事業及びリフォーム事業であります。  

５．当第１四半期連結会計期間より、セグメントは「第５ 経理の状況（セグメント情報等）」に記載の報告セ

グメントに基づいており、前第１四半期連結会計期間につきましても新区分に組み替えております。  

４【従業員の状況】

従業員数（人） 377  [406]

従業員数（人） 344  [272]

第２【事業の状況】

１【販売及び契約の状況】

セグメントの名称  

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

数量 金額（千円） 数量 金額（千円） 

分譲住宅  

自由設計住宅  戸 104  3,959,991 戸 164  5,519,347

住宅流通  

中古住宅  戸 198  3,215,130 戸 251  4,049,313

建売住宅  戸 52  1,352,725 戸 42  1,118,499

土地販売等  ㎡ 467  63,925 ㎡ －  2,928

  計 
戸 

㎡ 

250

467
 4,631,781

戸 

㎡ 

293

－
 5,170,741

土地有効活用  

賃貸住宅等建築請負 －  719,291 －  1,382,558

個人投資家向け一棟売賃貸マンション  －  454,248 －  394,015

  計 －  1,173,540 －  1,776,574

賃貸及び管理 －  1,692,822 －  1,760,652

報告セグメント計 －  11,458,136 －  14,227,315

その他 －  15,789 －  16,213

合計  
354戸 

467㎡
 11,473,925

457戸 

－㎡ 
 14,243,529



（2）契約実績（事業別販売契約実績） 

 当第１四半期連結会計期間及び前第１四半期連結会計期間における契約実績をセグメントごとに示すと、次の

とおりであります。 

 （注）１．期中契約高に記載された金額は、期中契約高と期中解約高を純額表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当第１四半期連結会計期間より、セグメントは「第５ 経理の状況（セグメント情報等）」に記載の報告セ

グメントに基づいており、前第１四半期連結会計期間につきましても新区分に組み替えております。  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

セグメントの名称 

前第１四半期連結会計期間

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

期中契約高 期末契約残高 期中契約高 期末契約残高 

数量 金額（千円） 数量 金額（千円） 数量 金額（千円） 数量 金額（千円）

分譲住宅                 

自由設計住宅 138戸 4,320,454 355戸 11,752,131 270戸  7,777,546 561戸 16,497,639

住宅流通                 

中古住宅 193戸 3,014,314 101戸 1,518,781 237戸  3,793,665 108戸 1,676,111

建売住宅  46戸 1,162,651 37戸 926,159 41戸  1,039,587 38戸 971,018

土地販売等 193㎡ 29,925 309㎡ 44,908 593㎡  24,228 593㎡ 21,300

  計  
239戸 
193㎡ 4,206,891

138戸
309㎡ 2,489,850

278戸
593㎡  4,857,481

146戸 
593㎡ 2,668,429

土地有効活用                 

賃貸住宅等建築請負 － 951,894 － 7,567,995 －  856,426 － 6,813,297

個人投資家向け一棟売賃貸
マンション －  170,748 －  152,000 －  615,081 － 1,229,141

  計  － 1,122,642 － 7,719,995 －  1,471,508 － 8,042,439

報告セグメント計 － 9,649,988 － 21,961,976 －  14,106,536 － 27,208,508

その他 － 55,191 － 39,402 －  116,799 － 127,814

合計 377戸 
193㎡ 9,705,179

493戸
309㎡ 22,001,379

548戸
593㎡  14,223,335

707戸 
593㎡ 27,336,323

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】



 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策効果などを背景に一部に景気の持ち直し

の兆しがみられるものの、雇用情勢が未だ回復しておらず、個人消費は依然として厳しい状況が続く等、先行きは

不透明な状況で推移いたしました。  

 不動産業界におきましては、住宅ローン減税や住宅版エコポイント制度の新設の効果に加えて住宅価格調整の進

展により、住宅販売市場はマンション販売を中心に底打ちの兆しがみられました。 

 当社グループ(当社及び連結子会社)におきましては、当連結会計年度におきまして、「守りから攻めへ！」の中

期経営計画方針のもと、増収増益の業績数値目標を策定いたしました。当第１四半期連結会計期間におきまして

は、受注契約高・連結売上高及び連結経常利益は、期初の業績予想並びに前年同期の業績を大きく上回る結果とな

りました。 

 なお、前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間の実績は以下のとおりであります。 

  
 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

※ 当第１四半期連結会計期間よりマネジメント・アプローチに基づくセグメント情報の開示を行うこととなり

ました。従来、不動産販売事業セグメント、土地有効活用事業セグメント、賃貸及び管理事業セグメント及び

その他事業セグメントの４つの事業セグメントに区分しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、分

譲住宅セグメント、住宅流通セグメント、土地有効活用セグメント及び賃貸及び管理セグメントの４つの報告

セグメントに区分して記載しております。各報告セグメントの事業内容の詳細につきましては、「第５ 経理

の状況（セグメント情報等）」をご参照ください。なお、この変更により前年同四半期連結会計期間分につき

ましては、新区分に組み替えて対前年同四半期比を記載しております。  

 分譲住宅セグメントにおいては、顧客の住宅間取りや設備仕様に対する様々なニーズに対応した自由設計住宅の

販売が順調に推移し、当第１四半期連結会計期間の受注戸数は270戸（前年同期138戸）となり、受注契約高は

7,777百万円（前年同期比80.0％増）と前年同期に比べ大幅な増加となりました。当セグメントの売上高は5,519百

万円（前年同期比39.4％増）となりましたが、引渡し物件の販売単価の低下を反映して、セグメント利益は219百

万円（前年同期比12.1％減）となりました。 

 住宅流通セグメントにおいては、フジホームバンク大阪店の仕入・販売エリアの拡大、フジホームバンク泉北店

を岸和田市に移転したこと等により、順調に業績を伸長させることができました。以上の結果、当セグメントの売

上高は5,170百万円（前年同期比11.6％増）となり、セグメント利益は377百万円（前年同期比20.8％増）となりま

した。  

 土地有効活用セグメントにおいては、当第１四半期連結会計期間の受注契約高は、1,471百万円（前年同期比

31.1％増）となりました。当第１四半期連結会計期間における売上高は工事進行基準の適用物件の増加により、

1,776百万円（前年同期比51.4％増）となりました。この結果、セグメント利益は291百万円（前年同期比107.8％

増）となりました。  

 賃貸及び管理セグメントにおいては、主として土地有効活用事業にリンクした賃貸物件及び管理物件の取扱い件

数が増加し、売上高は1,760百万円（前年同期比4.0％増）となりましたが、賃貸市場が引き続き厳しい状況とな

り、稼働率の低下や諸経費の増加を反映して、セグメント損失1百万円（前年同期はセグメント利益108百万円）と

なりました。  

 その他においては、住宅の建替・リフォーム事業のテストマーケティングに係る売上高16百万円（前年同期比

2.7％増）を計上し、セグメント利益は4百万円（前年同期比9.4％減）となりました。  

  

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は 百万円（前年同期比24.1％増）となり、営業

利益は 百万円（前年同期比8.0％増）、経常利益 百万円（前年同期比13.4％増）となりましたが、当第１四

半期連結会計期間末において、急激な株式市場の相場低下を反映して投資有価証券評価損（特別損失）を計上した

ことにより、四半期純利益は 百万円（前年同期比14.0％減）となりました。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

    
前第１四半期 

連結会計期間 

当第１四半期 

連結会計期間 
増減率 

販 売 契 約 高  (百万円)    9,705    14,223   ％ 46.6

売 上 高  (百万円)    11,473  14,243   ％ 24.1

営 業 利 益  (百万円)    649    701   ％ 8.0

経 常 利 益  (百万円)    640    726   ％ 13.4

四半 期純 利益  (百万円)    380    327   ％ △14.0

14,243

701 726

327



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前四半期純利益

553百万円を計上しましたが、たな卸資産の増加、有形固定資産の取得による支出及び借入金の純減少額等の減少要

因によりまして、前連結会計年度末に比べ1,608百万円減少し、5,226百万円（前年同四半期末残高5,441百万円）と

なりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は702百万円（前年同期は240百万円の増加）となり

ました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の獲得額553百万円、たな卸資産の増加額1,364百万円、その他の流

動資産の減少額371百万円及び法人税等の支払額542百万円等を反映したものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は299百万円（前年同期は24百万円の減少）となり

ました。これは主に、分譲住宅販売に係る販売センター等の有形固定資産の取得及び本社設備に係る支出による減少

額294百万円を反映したものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は607百万円（前年同期比54.1％減）となりまし

た。これは主に、短期借入金・長期借入金の純減少額413百万円及び配当金の支払額191百万円を反映したものであり

ます。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 

該当事項はありません。  

(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当第１四半期

連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  105,000,000

計  105,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  36,849,912  36,849,912

大阪証券取引所 

東京証券取引所 

（各市場第一部） 

単元株式数 

100株  

計  36,849,912  36,849,912 － － 



会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成20年６月25日定時株主総会決議）  

 （注） 新株予約権の行使による株式発行については、平成21年６月９日の取締役会決議により自己株式を充当する

こととなったため、資本組入額は定めておりません。  

該当事項はありません。  

該当事項はありません。  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個） 1,745 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数 100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 872,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 387 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年７月１日 

至 平成26年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格     387 

資本組入額    － （注） 

新株予約権の行使の条件 

（1）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当

社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要しない。ただし、任期満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合に限る。  

（2）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本

新株予約権の相続は認めない。 

（3）その他新株予約権の行使の条件は、「新株予約権割当契約書」

に定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
（1）本新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の承認を要する。

（2）新株予約権の質入、その他一切の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項  ――――― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

 組織再編に定める契約書又は計画書等に以下定める株式会社の新

株予約権を交付する旨を定めた場合には、当該組織再編の比率に応

じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

（1）合併（当社が消滅する場合に限る。）  

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社  

（2）吸収分割  

吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部

又は一部を承継する株式会社  

（3）新設分割  

新設分割により設立する株式会社  

（4）株式交換  

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

（5）株式移転  

株式移転により設立する株式会社 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】



 株主名簿を確認した結果、当第１四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が100株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の名義書換失念株式に係る議決権の数1個が含まれております。 

②【自己株式等】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 
 －  36,849  －  4,872,064  －  2,232,735

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  4,851,200 － 単元株式数 100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  31,986,800  319,868 同上 

単元未満株式 普通株式  11,912 － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数    36,849,912 － － 

総株主の議決権   －  319,868 － 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所 有 株 式
数 の 合 計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フジ住宅株式会社 
大阪府岸和田市土生
町１丁目４番23号 

 4,851,200  －  4,851,200  13.16

計 －  4,851,200  －  4,851,200  13.16

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円）  370  347  317

最低（円）  328  295  298

３【役員の状況】



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,226,118 6,835,046

完成工事未収入金 208,854 30,888

販売用不動産 ※2  9,556,553 ※2  9,881,780

仕掛販売用不動産 ※2  6,056,348 ※2  6,203,351

開発用不動産 ※2  20,542,412 ※2  18,788,509

未成工事支出金 96,218 19,673

貯蔵品 32,527 26,267

繰延税金資産 562,474 582,064

その他 800,633 1,186,126

貸倒引当金 △42,889 △43,822

流動資産合計 43,039,251 43,509,886

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1,2  2,303,225 ※1,2  2,292,275

機械装置及び運搬具（純額） ※1  2,388 ※1  8

工具、器具及び備品（純額） ※1  108,525 ※1  106,296

土地 ※2  3,579,843 ※2  3,366,055

リース資産（純額） ※1  24,307 ※1  22,227

有形固定資産合計 6,018,291 5,786,863

無形固定資産 14,719 17,494

投資その他の資産   

投資有価証券 498,233 553,748

長期貸付金 137,623 139,673

繰延税金資産 78,127 3,971

その他 362,890 355,828

貸倒引当金 △10,845 △5,402

投資その他の資産合計 1,066,030 1,047,819

固定資産合計 7,099,041 6,852,177

資産合計 50,138,292 50,362,063



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 1,928,859 1,751,411

短期借入金 11,746,000 13,365,300

1年内償還予定の社債 400,000 400,000

リース債務 6,574 5,833

未払法人税等 281,485 575,457

前受金 1,943,942 1,898,331

賞与引当金 54,390 142,300

その他 1,751,966 1,655,649

流動負債合計 18,113,218 19,794,283

固定負債   

社債 1,400,000 1,400,000

長期借入金 15,041,800 13,836,200

リース債務 19,010 17,505

再評価に係る繰延税金負債 91,323 91,323

その他 170,950 170,950

固定負債合計 16,723,083 15,515,978

負債合計 34,836,301 35,310,261

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,872,064 4,872,064

資本剰余金 5,220,548 5,220,548

利益剰余金 6,701,810 6,566,388

自己株式 △1,457,742 △1,457,712

株主資本合計 15,336,680 15,201,289

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △165,988 △280,785

土地再評価差額金 87,673 87,673

評価・換算差額等合計 △78,315 △193,112

新株予約権 43,625 43,625

純資産合計 15,301,990 15,051,801

負債純資産合計 50,138,292 50,362,063



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 11,473,925 14,243,529

売上原価 9,440,424 11,831,043

売上総利益 2,033,501 2,412,486

販売費及び一般管理費   

販売手数料 134,981 178,615

広告宣伝費 220,401 333,080

販売促進費 9,207 20,933

給料及び賞与 452,837 530,171

貸倒引当金繰入額 9,523 4,925

賞与引当金繰入額 29,618 31,514

事業税 9,500 11,100

消費税等 56,835 54,467

減価償却費 16,785 21,282

賃借料 55,046 60,344

その他 388,870 464,175

販売費及び一般管理費合計 1,383,608 1,710,610

営業利益 649,892 701,875

営業外収益   

受取利息 2,510 785

受取配当金 10,277 10,482

受取手数料 42,542 73,384

違約金収入 2,400 8,115

その他 9,029 5,727

営業外収益合計 66,760 98,496

営業外費用   

支払利息 70,821 62,778

その他 4,863 10,975

営業外費用合計 75,685 73,754

経常利益 640,967 726,617

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9,943 4,285

特別利益合計 9,943 4,285

特別損失   

固定資産除却損 2,149 5,557

減損損失 － 1,917

投資有価証券評価損 － 169,763

特別損失合計 2,149 177,239

税金等調整前四半期純利益 648,762 553,664

法人税、住民税及び事業税 180,300 280,300

法人税等調整額 87,786 △54,050

法人税等合計 268,086 226,249

少数株主損益調整前四半期純利益 － 327,414

少数株主利益 － －

四半期純利益 380,675 327,414



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 648,762 553,664

減価償却費 47,622 52,345

有形固定資産除却損 2,149 5,557

投資有価証券評価損益（△は益） － 169,763

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,198 4,510

賞与引当金の増減額（△は減少） △92,700 △87,910

減損損失 － 1,917

受取利息及び受取配当金 △12,788 △11,268

支払利息 70,821 62,778

売上債権の増減額（△は増加） △21,537 △177,966

たな卸資産の増減額（△は増加） 997,128 △1,364,478

その他の流動資産の増減額（△は増加） 99,253 371,757

仕入債務の増減額（△は減少） △512,619 177,448

その他債務の増減額(△は減少) △236,243 127,090

その他 23,583 2,178

小計 1,007,233 △112,611

利息及び配当金の受取額 12,788 11,268

利息の支払額 △64,787 △58,198

法人税等の支払額 △714,969 △542,620

営業活動によるキャッシュ・フロー 240,265 △702,162

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △20,992 △294,822

無形固定資産の取得による支出 △4,455 －

貸付金の回収による収入 1,083 2,049

その他 278 △6,812

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,086 △299,584

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,600,400 △875,400

長期借入れによる収入 309,000 5,141,000

長期借入金の返済による支出 △2,942,900 △4,679,300

リース債務の返済による支出 △387 △1,458

自己株式の取得による支出 － △30

配当金の支払額 △287,991 △191,992

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,321,878 △607,181

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,105,699 △1,608,928

現金及び現金同等物の期首残高 6,547,626 6,835,046

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,441,927 ※  5,226,118



当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 会計処理基準に関する事項

の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）  

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。これによる営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

たな卸資産の評価方法  四半期連結会計期間末における通常の販売目的で保有するたな卸資産の簿価切下げに

関し、収益性の低下が明らかなものについてのみを正味売却可能価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  3,428,538 千円   3,390,106 千円

※２ 担保資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２ 担保資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

    千円

販売用不動産 

仕掛販売用不動産  

開発用不動産  

452,955

938,970

16,785,321

  

建物及び構築物 1,244,555  

土地 2,077,146  

計 21,498,949  

    千円

販売用不動産 

仕掛販売用不動産 

開発用不動産  

694,118

1,650,691

15,932,532

  

建物及び構築物 1,258,359  

土地 2,079,064  

計 21,614,764  



当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

 ３ 保証債務  ３ 保証債務 

顧客の住宅つなぎローンに対す

る保証 
千円1,696,180

顧客の住宅つなぎローンに対す

る保証 
千円1,353,110

 （当社の分譲住宅引渡し時点において、顧客の住宅

ローンに係るつなぎローン資金を受領しております。

物件の引渡し後、顧客が住所移転を完了し、物件の所

有権移転が行われ、その後融資金融機関が抵当権の設

定、住宅ローンの実行をするまでの期間（平均30日程

度）、当該つなぎローンの融資金融機関に対し、連帯

保証を行っております。） 

 （当社の分譲住宅引渡し時点において、顧客の住宅

ローンに係るつなぎローン資金を受領しております。

物件の引渡し後、顧客が住所移転を完了し、物件の所

有権移転が行われ、その後融資金融機関が抵当権の設

定、住宅ローンの実行をするまでの期間（平均40日程

度）、当該つなぎローンの融資金融機関に対し、連帯

保証を行っております。） 

 ４ コミットメントライン契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行２行とコミットメントライン契約（特定

融資枠契約）を締結しております。この契約に基づく

当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ４ コミットメントライン契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行２行とコミットメントライン契約（特定

融資枠契約）を締結しております。この契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

    千円

コミットメントラインの総額 2,000,000  

借入実行残高 2,000,000  

差引額 －  

    千円

コミットメントラインの総額 2,000,000  

借入実行残高 600,000  

差引額 1,400,000  

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 当社が属する不動産業界におきましては、一般に、マ

ンション・住宅等の引渡し(売上計上)時期は第４四半

期、特に３月に集中する傾向があります。当社グループ

は、不動産販売事業における戸建住宅を中心とした引渡

し時期の平準化に努めており、平成22年３月期におきま

しては、当第１四半期連結会計期間実績の年間売上予想

に対する実績進捗率は ％となり、ほぼ年間売上の４

分の１に相当する売上実績となりました。 

25.2

 当社が属する不動産業界におきましては、一般に、マ

ンション・住宅等の引渡し(売上計上)時期は第４四半

期、特に３月に集中する傾向があります。当社グループ

は、不動産販売事業における戸建住宅を中心とした引渡

し時期の平準化に努めており、平成23年３月期におきま

しては、当第１四半期連結会計期間実績の年間売上予想

に対する実績進捗率は ％となり、年間売上の４分の

１に相当する売上実績となりました。 

25.0

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

    千円

現金及び預金勘定 5,441,927  

現金及び現金同等物 5,441,927  

    千円

現金及び預金勘定 5,226,118  

現金及び現金同等物 5,226,118  



当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権  

新株予約権の四半期連結会計期間末残高    提出会社 43,625千円 

（注）ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分は、売上集計区分によっております。 

 不動産販売事業セグメント（戸建住宅、分譲マンション、中古住宅、土地、定期借地権付分譲住宅及び個人投

資家向け一棟売り賃貸マンションの販売）、土地有効活用事業セグメント（賃貸マンション等請負工事）、賃貸

及び管理事業セグメント（不動産の賃貸及び管理）、その他事業セグメント（不動産仲介及びその他の手数料収

入）の区分によっております。 

２．会計処理の方法の変更 

前第１四半期連結累計期間 

（工事契約に関する会計基準）  

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、土地有効活用事業

の請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、当第１四半期連結会計

期間に着手した工事契約から、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、工事完成基準を適用しております。

この変更により、土地有効活用事業において、売上高は50,442千円増加し、営業利益は13,969千円増加して

おります。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

普通株式 千株 36,849

普通株式   千株 4,851

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 191,992千円 ６円 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
不動産販売事業

（千円） 
土地有効活用事

業（千円） 
賃貸及び管理事
業（千円） 

その他事業
（千円） 計（千円）

消去又は全社
（千円） 連結（千円）

売上高 8,975,690  717,191 1,692,822 88,220 11,473,925  － 11,473,925

営業利益 613,122  95,867 108,056 11,227 828,273 (178,381) 649,892

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、営業部門ごとに取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており

ます。 

したがって、当社は、営業部門を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、「分譲住

宅事業」、「住宅流通事業」、「土地有効活用事業」及び「賃貸及び管理事業」の４つを報告セグメントとし

ております。 

「分譲住宅事業」は、戸建住宅の自由設計住宅の販売を行っております。「住宅流通事業」は、中古住宅、

建売住宅、土地の販売及び不動産の仲介を行っております。「土地有効活用事業」は、土地所有者が保有する

遊休地に木造賃貸アパートや高齢者専用賃貸住宅等の賃貸住宅の請負工事及び個人投資家向け一棟売賃貸マン

ションの販売を行っております。「賃貸及び管理事業」は、不動産の賃貸及び管理を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅建替事業及びリフォーム事業等

を含んでおります。  

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。  

  

 （追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。  

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  
報告セグメント

その他 
（注） 

合計

分譲住宅 住宅流通 土地有効活用 賃貸及び管理 計

売上高               

外部顧客への売上高  5,519,347    5,170,741  1,776,574  1,760,652  14,227,315  16,213  14,243,529

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計  5,519,347  5,170,741  1,776,574  1,760,652  14,227,315  16,213  14,243,529

セグメント利益  219,802  377,321  291,287  △1,703  886,708  4,724  891,433

  （単位：千円）

利益 金額   

報告セグメント計  886,708

「その他」の区分の利益  4,724

セグメント間取引消去  14,000

全社費用（注）  △203,557

四半期連結損益計算書の営業利益  701,875



当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 476.84 円 １株当たり純資産額 469.02 円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 11.90 円 １株当たり四半期純利益金額 10.23 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

四半期純利益（千円）  380,675  327,414

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  380,675  327,414

期中平均株式数（千株）  31,999  31,998

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】



 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成21年８月３日 

フジ住宅株式会社       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川﨑 洋文  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 美馬 和実  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフジ住宅株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジ住宅株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成22年７月30日 

フジ住宅株式会社       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川﨑 洋文  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 美馬 和実  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフジ住宅株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジ住宅株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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